
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和元年度 事業報告書
平成 31年 4月 1日 から 令和 2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 AOPA‐ JAPAN

1 事業の成果
航空知識の普及、災害救援、国際協力、社会教育の推進、等に関して多くの知見と成果を得ることが

出来た。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

小型航空機の

運航に関する

安全講習会の

開催事業

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者

の人数

受益対象者

の範囲及び

人数

事業費の

金額

(千円)

全国各地の地

方空港を拠点

として地方自

治体が行う防

災訓練への参

加事業

災害時における小型飛

行機を利用した医薬品

及び薬剤師派遣訓練を

実施した。

10月 26日

10月 27日

ふくしまスカイ

パーク

20 (一社)福島薬剤

師会及び一般

1000

0

特定操縦技能審査員初任

講習会への参加や情報共

有を行った。

通年 東京 20 会員

300

0

航空英語能力証明試験及

び受験対策勉強会を行っ

た。

通年 東京 40 員

40

0

航空局自家用操縦士の技

量維持に関する連絡会に

参加した。

通年 東京 2 会員

300

0

航空局航空保安業務運用

連絡会議(VOR縮退に関
する会議)に出席した。

通年 東京 2 会員

300

0

自家用操縦士技量維持の

ための認定航空安全講習

会を開催した。

6月 、 12月 東京 20 会員及び一般

300

982

小型機用簡易型飛行記録

装置(FDM)の活用方策検
討に係る実証調査・分析

評価委員会に出席した。

通年 東京 5 会員

300

0

小型機に係わる安全推進

委員会に出席した。

通年 東京 3 会員

300

0



海外の関係す

る団体が開催

する国際会議
への参加事業

会員

300
航空局ネットワーク部と

落下物に関する意見交換

を行った。

通年 東京

航空局管制企画課と羽田

新ルートに関する意見交

換を行った。

通年 東京 会員

300

会員

300
航空従事者の飲酒基準に

関する検討会に出席し

た。

通年 東京

航空局安全運航セミナー

に出席し、航空安全に関

する情報収集を行った。

11月 6日～

11月 22日
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100 会員

300

ATSシ ンボジュームに出
席し、航空安全に関する

情報収集を行った。

11月 17日 東京 20 ム 只

300

航空・鉄道安全推進機構

主催の安全推進講演会に

参加し、航空安全に関す

る情報収集を行った。

11月 2日 東京 会員

300

会員

300

59IAOPA加盟国の一員と
して米国本部と連絡・報

告を行い、情報の共有を

図った。

通年 東京

“

,貝

300フライインのハンドリン

グ受入業務を行った。

11月 25日

11月 27日

北九州空港 10

米軍横田基地において

EPT訓練を行った。
毎 月 横田基地 60 会員

60名

ヨコタカンファレンス&
フライインを行った。

7月 20 横田基地 61

61
員

横田基地 16

16
員米軍横田基地友好祭フラ

イインを行った。

9月 13日 ～

9月 16日

０

） 会員

9
米軍岩国基地友好祭フラ

イインを行った。

5月 4日～

5月 6日

岩国基地

三沢基地 会員

4

三沢基地友好祭フライイ

ンを行った。

9月 7日 ～

9月 9日

９

“



青少年を対象

とした航空教

室の開催事業

青少年航空教室として

体験搭乗等を実施し、

小型航空機をより身近

に親しんでもらう活動

を行った。

6月 16日

9月 23日
北宇都宮駐屯地

松本空港

9

8

会員及び一般

5,000

237

小型航空機に

関する操縦技

術の向上、運

航の安全確保

を図るための

資料及び情報
の、インター

ネット及び機

関紙による開

示事業

インターネットのホー

ムベージ及びメーリン

グリストによる情報提

供・広報活動・情報開

示を行った。

通年 世界中 20 会員及び一般
50,000

79

機関紙を 4回発行し、
関連団体及び国会図書

館に納本した。

通年 日本国内 20 会員及び一般
2,000

969

(2)その他の事業
特になし。

０
０



13 28

令和元年度 活動計算書

平成31年4月 1日 から令和2年 3月 31日まで

特定非営利活動法人 AOPA」APAN

科
日

【 金 額

275,000
5,814,000

72.000 6.161.000

34

271,323
697,400
174,575
79,284
58,762
137,011

19,850

44,240
98,468
320,328
117,815
600,000
23,220
382,023
237.000
3.261.299

1 664 175

22,442
720,000
288,729
367,361
240,000
25.643
1.664.175

1,235,560

0

0

1,235,560
0

1,235,560

28.088
1_263.648

1.235.560
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書式第15号 (法第28条関係)

令和元年度 貸借対照表

令和2年 3月 31日現在

特定非営利活動法人 AOPA」APAN

(単位:円 )

科
日

【 金 額

I資産の部

1流動資産
現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2固定資産
(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

II負債の部

1流動負債
未払金

流 動 負 債 合 計

2固定負債
長期借入金

固 定 負 債 合 計

↓
―一ヨロ

〈
ロ

債負

III正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

1,263,648

0

1,263,648

1,263,648

28,088

1,235,560

1,263,648

1,263,648



16 28

令和元年度 計算書類の注記
特定非営利活動法人 AOPA」APAN

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準(2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
本項目に該当する案件はありません。

(2)固 定資産の減価償却の方法
本項目に該当する案件はありません。

(3)引 当金の計上基準
本項目に該当する条件はありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
本項目に該当する案件はありません。

(5)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事業別損益の状況

全国各地の地
方空港を拠点
として地方自

治体が行う防
災訓練への参
加事業

小型航空機の

運航に関する
安全講習会の

開催事業

海外の関係す
る団体が開催
する国際会議
への参加事業

青少年を対象
とした航空教
室の開催事業

小型航空機に

関する操縦技
術の向上、運
航の安全確保
を図るための

資料及び情報
の、インター

ネット及び機
関紙による開
示事業

事業部門計 管理部門 合計科 目

6,161,000

0

34

6,161,000

0

34

6,161,034 6,161,034

0

22,442

720,000

288,729

367,361

240,000

25,643

271,323

697,400

174,575

58,762

137,011

19,850

44,240

98,468

320,328

117,815

600,000

23,220

382,023

237,000

22,442

720,000

288,729

367,361

240,000

25,643

79,284

237,000

43,643

34,252

4,962

24,617

80,082

271,323

697,400

43,646

79,284

34,255

4,964

44,240

24,617

80,082

271,323

697,400

174,575

58,762

137,011

19,850

44,240

98,468

320,328

117,815

600,000

23,220

382,023

79,284

600,000

23,220

382,023

43,643

34,252

4,962

24,617

80,082

24,617

80,082

117,815

43,643

58,762

34,252

4,962

4,925,4741,279,811 3,261,299 1,664,1751,192,799 364,133 424,556

3,261,299 1,664,175 4,925,474364,133 424,556 1,279,8111,192,799

4,496,859 1,235,560△ 424,556 Zヽ 1,279,811 △ 3,261,299△ 1,192,799 △ 364,133

I経常収益
1.受取会費
2.事業収益
3.その他収益
経常収益計

II経常費用
(1)人件費
役員報酬

給料手当

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費
郵送費

機関紙印刷費
日
'“
」F:

(コピー機の保守管理料含
オoヽ

通信運搬費
(インターネット関連)

国際AOPA年会費
消耗品費

書籍費

慶弔費

交際費

会議費

出張費

謝礼

表彰費

安全講習会・

技量維持関連費

広報活動費

什器備品費

家賃水道光熱費

通信運搬費

旅費交通費

顧問弁護士費

雑費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
本項目に該当する案件はありません。

4.使途等が制約された寄附金等の内訳
本項目に該当する条件はありません。

5.固定資産の増減内訳
本項目に該当する案件はありません。

6.借入金の増減内訳
本項目に該当する案件はありません。

7.役員及びその近親者との取引の内容
本項目に該当する案件はありません。

8.その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
本項目に該当する条件はありません。



書式第17号(法第28条関係)

令和元年度 財産目録

令和2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 AOPA―JAPAN

(単位:円 )

科
日

【 金 額

資産の部

1流動資産
現金預金

手元現金

三井住友銀行 田園調布支店 普通預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2固定資産
(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

↓
―二一ロ

〈
ロ

産資

II負債の部

1流動負債
未払金

流 動 負 債 合 計

2固定負債
長期借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

0

1,263,648

0

1,263,648

1,263,648

1,263,648



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和元年 年間役員名簿

平成 31年 4月 1日から令和 2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 AOPA‐■PAN

役名 氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間
報酬を受けた

期  間

理事 今橋 一成
平成 30年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 山縣 有徳
平成 30年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 山村 朋史
平成 30年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 冨岡 弘継
平成 30年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 大小原 健
平成 30年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 竹内 幹生
平成 30年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 鈴木 員悦
平成 30年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 衣笠 秀樹
平成 30年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 細谷 泰正
平成 30年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 西村 博行
平成 30年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 石橋 利信
平成 30年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年  月 日

理事 藤瀬 貴美也
平成 30年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 幸喜 明
平成 30年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

監事 春原 農
平成 30年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

監事 小山 浩明
平成 30年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日



書式第 19号 (法第 28条関係)

社員のうち 10人以上の者の名簿
令和 2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 AOPA―JAPAN

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 今橋 一成

2 山縣 有徳

3 山村 朋史

4 冨岡 弘継

5 大小原 健

6 竹内 幹生

7 鈴木 員悦

8 衣笠 秀樹

9 細谷 泰正

10 西村 博行

11 石橋 利信

12 藤瀬 貴美也


